
○補助事業の内容および目的・効果

目　　的

・ 効 果

○補助事業の収支状況

（目　的）中心市街地における空き店舗の存在は，景観に悪影響を与え，地域振興の妨げ
となっており，その解消は急務となっているが，同地域への新規出店にあたっては，店内
改装費等の初期費用や，家賃等の負担が大きいことから，これを支援し出店を容易にする
ことを目的とする。

（効　果）中心市街地に多くの店舗が出店することによって商業店舗の集積が図られると
ともに，賑わいが創出され地域経済の活性化に資することが期待される。
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団　体　名 　中心市街地（指定エリア）内の空き店舗利用し出店しようとする企業，個人

助成の根拠既定等
　函館市中心市街地出店促進補助金交付要綱

(条例・規則・要綱等)

内　　容
中心市街地内にある，指定された区域に存在する空き店舗を活用して新規開業する中小企
業等を対象に，店舗改修費や家賃の一部を補助する。

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№１）

補 助 金 名
（交付金名）

　函館市中心市街地出店促進補助金
開　始

平成２５年度
年　度



○基本的視点の再チェック

※適・不適であっても，説明欄は必ず記載してください。

○財政的視点のチェック

※不適の場合は，説明欄に必ず記載してください。

６
自主財源の確保に努めている
（最低でも前年度の収入を確保しているか）

７ 経常経費の節減に努めているか

４
補助割合は，補助対象経費の１／２以内であ
る

５ 前年度繰越金は生じていないか

２ 補助金等の使途は適切である

３ 積算基準は定められている

財　政　的　視　点 不適 不適の場合の理由と今後の対応について

１ 積算内訳は，前年踏襲となっていないか

３
自主性（自主自立に向け努力している
か）

平成30年度より補助率を1/3以内，家賃補助に
ついては廃止するなど，補助対象者の自主自立
を促している。

４
有効性（他の手法ではなく補助するこ
とが，施策目的実現に最適か）

新規出店は店内改装費等の初期費用が大きいた
め経営を軌道に乗せるまでの期間の補助は出店
促進に適していると思われる。

１

公益性
（明確な公益性があるか）

中心市街地において，空き店舗は増加傾向にあ
り，同地域における新規出店を促進し，賑わい
の創出を図ることは，地域経済の活性化に大い
に資するものである。
また，平成25年5月から募集を行った結果，平
成30年3月末時点で34件の新規出店を達成して
いることから，非常に市民ニーズは高い。

　①広く市民生活の向上に貢献
  する事業

　②市民ニーズが高い事業

２
必要性（補助しなければならない事業
であるか）

中心市街地における空き店舗対策は地域の魅力
向上や賑わいの創出になくてはならない喫緊の
課題であり，その一環として必要な事業であ
る。

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№２）

補 助 金 名
（交付金名）

函館市中心市街地出店促進補助金

基　本　的　視　点 適 不適 説　　明



○補助効果の検証
（効果測定方法，具体的な数値等）

　　　　　　　　　　　　　　※継続事業は，直近の実績　新規事業は，効果のみ記載してください。

（評　価） （理　由）

十分効果をあげている

 一定の効果をあげている

効果が疑問である

その他

○今後の方向性
（見直しの内容）

（見直しの時期）

・平成３０年度より

（廃止の理由） （その他の内容）

（廃止の時期）

○終期の設定

（達成状況）

終期設定 終期到来により廃止 次回チェック年度(予定)

平成　 ２９　年度 終期到来時に再検討 平成　 ３２　年度

現行のまま補助を継続

・改装費補助　補助率：1/2→1/3
・家賃補助　　廃止

見直したうえで補助を継続

廃止

その他

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№３）

補 助 金 名
（交付金名）

函館市中心市街地出店促進補助金

以下の事項について，補助対象者の追跡調査や経営相談等を通じて検証する。
・空き店舗への新規出店数
・出店者の営業継続年数

・空き店舗への新規出店数・・・平成３０年３月末時点で３４件（６件は廃業）

・出店者の営業継続年数・・・平成３０年３月末時点で最長４年８カ月
　　　　　　　　　　　　　　（２年を経過した店舗数　１７件）

　事業開始以降，本補助金に対する問い合わせを，月３
～４件，累計で１００件以上いただいており，また，新
規開業も５年間で３４件を達成した。
　特に大門・駅前地区ではグリーンプラザを中心に意欲
がある若者の出店が多く，新たな街並みが形成されてお
り，賑わい創出に寄与している。


